
様式第３号（第５条関係） 

誓約書及び同意書 

 

雲仙市地域産業再起支援事業補助金の交付を申請するにあたり、以下のとおり誓約及び
同意します。 

 
１．申請要件を全て満たしています。 

２．申請書類に記載された内容に虚偽が判明した場合は、補助金を返還します。 

３．早期回復に向けた取組及び事業を継続する取組（バス等整備費用補助に係る部分）に
おいて、国、県、市区町村又はその他団体（以下「国等」という。）が助成（国等から
受けた補助金等により、国等以外の機関が実施する助成を含む。）する他の制度（補助
金、委託費）を活用している場合は、交付を受けたその助成額を、申請する事業におけ
る補助対象経費から控除し、申請しています。 

４．早期回復に向けた取組及び事業を継続する取組（バス等整備費用補助に係る部分）に
おいて、交付決定を受けた後、当該事業において、国等が助成（国等から受けた補助金
等により、国等以外の機関が実施する助成を含む。）する他の制度（補助金、委託費）
を活用する場合は、その対象経費から本補助金額を控除して申請することを誓約しま
す。 

５．事業を継続する取組（賃料補助に係る部分）において、国等による家賃支援給付金等
を受給している場合及び今後受給予定である場合は、家賃支援給付金等と雲仙市地域産
業再起支援事業補助金（賃料補助にかかる部分）の合計額が、家賃及び地代の6か月分
の額を超えていません。 

６．雲仙市から検査、報告又は是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じま
す。 

７．業種にかかる営業に必要な許可等をすべて有しています。 

８．事業を継続する意思を有しています。 

９．令和元年１２月末日までに納期限が到来した雲仙市税（国保税を含む。）について滞
納がなく、本補助金の交付のために、市長が市税関係情報の記録を調査することに同意
します。 

１０．雲仙市暴力団排除条例（平成２４年雲仙市条例第１８号）第２条第１号の暴力団又
は同条第２号の暴力団員と密接な関係を有しないことを誓約し、その事実を確認するた
め、市長が長崎県警察本部に照会することに同意します。 

（休業中の場合） 

１１．新型コロナウイルス感染症の影響にて、現在休業中ですが、令和４年３月末日まで
には事業を再開いたします。 
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